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独立行政法人国立高等専門学校機構 

男女共同参画推進室  

 

Newsletter 
科学技術分野の未来を拓く－高専における男女共同参画－  

平成２８年度「女性研究者交流会」を開催しました 
■全国に点在する女性教職員のネットワークづくりを支援！ 

１ 

13：00 開会挨拶   
13：05 理事長講話 谷口功理事長  
   「女性研究者が益々活躍する高専に向けて」 
13：35 講演（事例・取組紹介）  
   「岡山大学ウーマン・テニュア・トラック制度～第一期 
    生としての所感～」 
        御輿真穂氏（岡山大学大学院自然科学研究科助教 ） 
14：20 グループ交流・研究アドバイザー報告 

研究スタイルの確立、研究マネジメント、教育・学生 
指導及び上位職・プレ管理職の４つのテーマで意見 
交換・交流  

16：40 グループ交流報告 
16：50 閉会  

全国の高専から約30名の女性教員等が参加 

 平成28年8月24日（水）に岡山大学創立

五十周年記念館（岡山市津島北区）におい

て、「平成28年度女性研究者交流会」を開

催しました。北海道から沖縄まで全国各地

の国立高専から女性教員等が集い、率直な 

意見交換を行い、交流を深めました。機構では、平成27年度文部科

学省科学技術人材育成費補助事業「ダイバーシティ研究環境実現イ

ニシアティブ（特色型）」の採択を受け、女性教員の研究力向上や

研究環境整備などに関する様々な取組を展開しています。本交流会

は、女性教員の研究力向上の一環として、女性教員のネットワーク

構築と研究促進のための連携強化を目指して開催したものです。 

 交流会は二部構成で、第1部では、理事長講話の後、岡山大学の女性教員をゲストに迎えての講演が行われ、第2部は研究アドバイザーの斎

藤秀俊氏（長岡技術科学大学教授）及び上田悦子氏（大阪工業大学教授）からの報告を聞き、テーマごとに語り合うグループ交流が行われま

した。高専における女性教員の実態や将来の展望について活発に語り合う交流会となりました。 

 谷口功理事長より、高専の現状と将来につい

ての講話をいただきました。理事長からは、日

本の高専はユニークな複線型システムで、諸外

国、特にアジアの国々から注目される存在であ

るのだから、大学の真似をするのではなくその 

独自性をいかしていくべきであり、今後、世界の “KOSEN” になっ

ていくためには、コミュニケーション力が高い女性研究者の活躍が

不可欠で、「世界を見て、国際社会の中で世界の中でということを

常に考えていただき、国際的な研究者になっていただきたい」との

期待が述べられました。 

理事長講話「女性研究者が益々活躍する高専に向けて」 

 岡山大学大学院自然科学研究科の御輿真穂助教

より、女性限定の制度である 「岡山大学ウーマ

ン・テニュア・トラック（WTT）制度」と岡山大

学の女性教員サポート体制についてご紹介いただ

きました。サポート体制では、ポストアップ制

度、教員選考過程への女性の参画、復職支援助成

金、研究支援員制度、保育支援制度、マネジメン 

ト力向上支援など参考となる取組が紹介されました。また、WTT教

員同士で研究シーズ集をつくり、研究シーズ発信会を開催し、WTT

教員同士の共同研究、学内学外との共同研究に発展していることや

WTT教員同士でランチ会を定期的に開催しているが、ランチ会にと

どまらず各部局の若手教員との交流に発展していることなどご自身

の経験から具体的にお話しいただきました。「初めから完成してい

るのが理想だけれども制度を作ってとりあえずやることに意味があ 

るのではないか」というお言葉が印象的でした。 

講演「岡山大学ウーマン・テニュア・ 
   トラック制度～第一期生としての所感～ 

研究アドバイサー 
斎藤秀俊長岡技術
科学大学教授 

グループ交流・研究アドバイザー報告 

研究アドバイサー 
上田悦子大阪工業
大学教授 

グループ交流の様子 

 第2部では、①研究スタイルの確立、② 研究マネ

ジメント、③教育・学生指導及び④上位職・プレ管

理職の４つテーマでテーマごとに語り合うグループ

交流を行いました。途中、女性教員の研究活動に必

要とされるサポートを行うため委嘱している研究ア

ドバイザーの斎藤秀俊氏（長岡技術科学大学教授）

及び上田悦子氏（大阪工業大学教授）からの報告を

挟み、高専女性教員の現状についての客観的な指摘

も踏まえてさらに議論を深めました。 

 ①の研究スタイルの確立では、研究の効率化・長

期的な計画の立て方やワーク・ライフ・バランスに

ついて、②の研究マネジメントでは、共同研究・外 

部資金獲得や研究テーマの設定などについて、③の教育・学生指導

では、教育・学生指導上で直面している課題や女子学生支援などに

ついて、④の上位職・プレ管理職では、主事や学科長などの業務や

登用にあたっての課題などについて、意見交換が行われました。 

 各テーマでの意見交換を通じて、「女性

の社会進出は歓迎すべきことだが、社会が

女性に要求することが多すぎる」「管理・

運営面でも女性が参加するようになれば、

女性の視点が取り入れられる可能性が高

い」等、実態・展望ともに活発に語り合う

交流会となりました。 



 

２ 

■女性活躍推進法に向けた高専機構の取組 

 国が進める施策の一つである「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進

法）」が平成27年9月4日公布されました。この法律は、女性が職業生活において、その個性と能力を

十分に発揮し、活躍できる環境を整備するため、常時雇用する労働者数が300人を超える企業等に対 

し、以下の事項に取り組むよう義務付けしています。 

  ①自社の女性の活躍に関する状況把握、課題分析 

  ②状況把握、課題分析を踏まえた行動計画の策定、企業内周知、公表 

  ③行動計画の都道府県労働局への届出 

  ④女性の活躍に関する状況の情報の公表 

 機構では、同法に基づき、採用に占める女性の割合や管理職に占める女性割合などを調査・分析し、女性教員・技術職員の増加、育成が課題で

あることが改めて浮き彫りになりました。その課題を解決する取組として、機構の男女共同参画行動計画を踏まえ、「独立行政法人国立高等専門

学校機構一般事業主行動計画」を策定し、各校に対して仕事と育児の両立が可能な職場環境の整備に積極的に取り組むよう求めています。 

 高専機構の一般事業主行動計画 計画期間 平成28年4月1日～平成31年3月31日 

・目標１ 仕事と子育てを両立できる環境整備のため、教職員の意識改革を推進する 

・目標２ 女性教職員の比率向上を図る（数値目標：新規採用教員に占める女性の比率を、専門学科20％以上、全体で30％以上） 

・目標３ 女性教職員の上位職登用の促進を図る（数値目標：教授職に占める女性比率を7％以上、事務職員の管理職（課長以上）に 

     占める女性比率を10％以上） 

・目標４ 所定外労働の縮減を図る（数値目標：所定外労働時間を、平成27年度と比較し10％削減） 

・目標５ 年次有給休暇を取得しやすい環境づくりの推進を図る 

・目標６ 育児・介護に関して、相談しやすい環境や休業等を取得しやすい環境を整備する 

※具体的取組の詳細は、男女共同参画HP（http://gender.kosen-k.go.jp/about/2012/10/post.html）を参照願います。 

（内閣府男女共同参画局「見える化サイト」） 

※出典：内閣府男女共同参画ＨＰより作成 

ワーク・ライフ・バランス推進の取組？ 

■政府の数値目標 

 ・６歳未満の子どもをもつ夫の育児・家事関連時間 
  １日当たり2時間30分 

 総務省が実施した「社会生活基本調査」（平成23年）によると 

6歳未満の子どもを持つ夫の家事・育児関連に費やす時間は1日当た

り67分と他の先進国と比較して低水準にとどまっています（下図参

照）。男女共同参画社会を実現するためには、性別による役割分担

の意識解消や長時間労働の抑制などの働き方の見直しにより、男性

にとっても地域や家庭へ参画しやすい環境づくりが求められていま 

す。 

 政府は、社会全体で仕事と生活の調和の実現に向けて取り組むた

め、平成19年に「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲

章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」を策定しまし

た。平成22年には、施策の進捗や経済情勢の変化を踏まえて改定を

行い、平成32年の数値目標を設定しました。この数値目標には、

平成32年までに「男性の育児休業取得率を13%、6歳未満の子

どもをもつ夫の育児・家事関連時間を1日当たり2時間30分」にす

ると掲げられています。また、平成22年に男性の育児休業取得促進

のための事業「イクメンプロジェクト」（厚生労働省）も始動して

います。また、女性活躍推進法が平成28年4月1日から施行されま 

した。 

 高専機構では、上述のとおり「一般事業主行動計画」を策定し、

仕事と育児や介護の両立が可能な職場環境の整備に取り組んでいま

す。 

■政府の数値目標 

 ・男性の育児休業取得率 13％ 

男性の育児休業取得状況？ 

 厚生労働省が実施した「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調

査」（平成19年11月実施）結果によると、子育て世代の男性の多

くは仕事も家庭も大切にしたいと思い、3割を超える男性が「育児

休業を取りたい」と考えているが、実際の育児休業取得率は長期的

には上昇傾向にあるものの民間企業2.3％、国家公務員3.1％、地方

公務員1.5％にとどまっています。私たちの独立行政法人等では、 

平成27年度独立行政法人等女性参画状況調査によると2.3％です。 

 高専機構の状況を見てみると、男性教職員の育児休業取得者は、

平成20年度～25年度の6年間で8名（教員4名、技術職員2名、事務

職員2名）、平成26年度5名（技術職員1名、事務職員4名）、平成

27年度7名（技術職員1名、事務職員6名）、平成28年度は8名（教 

員5名、事務職員3名）と平成26年度以降取得者が増えてきていま

す。取得期間では、数日から1年と広く、7ヵ月以下の取得期間が

60％を占めていますが、近年は、7か月以上の取得者も増えてきて 

います。  

 高専機構が平成24年度に実施した「男女共同参画に関するアン

ケート調査」では、教員にあっては、育児休業・介護休業等が取り

にくい理由に「前例がない、他の教員に負担がかかる、授業・研究

指導等の代わりがいない、代替教員の確保が困難」等が上げられ、

育児休業を取得しにくい実態があると推察できます。働き方の工夫

や職場の理解・協力など、育児参加しやすい環境作りを積極的に進 

めることが課題になっています。 

男性の育児支援制度 

 育児支援制度は、女性だけでなく、男性も利用できる制度です。

女性だけでなく男性も安心して子育てができる働き方の実現を目指

して、高専機構では、妊娠・出産・育児期の教職員が利用できる制

度を整えています。一人一人の状況にあわせて、是非、支援制度を 

積極的に利用してください。 

 支援制度については、男女共同参画推進室ＨＰに掲載してありま

すが、制度の詳細は、各校人事労務担当にお問合せください。 

6歳未満児のいる夫婦の夫の家事・育児時間（1日当たり） 



 佐世保高専を卒業後、大学へ編入学し博士後期課程3年生の

時に母校へ赴任しました。これまで、主事補、専攻科副科長な

どを経験し、その間に結婚・出産2回というライフイベントを

経て、現在は4年連続で4・5年生の担任を務めています。 

 研究は、スパッタリング法やパルスレーザ堆積法などのプラ

ズマプロセスを用いて、光触媒、透明電極、燃料電池等に利用

される機能性薄膜の作製と、様々な評価装置による薄膜の分

析・解析を行っています。その他、地元企業と一緒に鳥害対策

機器の開発や、病院で利用される理学療法補助器具の計測部を

作製しています。 

 日々の業務に追われる私一人では困難なことも、地域の技術

ニーズに出会い、学生と一緒にチャレンジすることができるの

は心強く、その中で失敗もありますが新たな発見もあって楽し

いです。また、最近では、学校の教育システム（カリキュラ

ム）に携わる仕事や高専機構の男女共同参画推進室併任教員と

しての仕事が増え、責任ある仕事に関わることで更にやりがい

を感じます。  

３ 

   「仕事と家庭を両立していて凄い」と言われることが良くあ

ります。きっと私の家族が知 ったら怒るかもしれません

（笑）。なぜなら実際の私は、母・妻らしいことが殆どできて

いないからです。平日は夜8時過ぎに帰宅し、家族と一緒に食

事を摂ることはありません。土日はクラブの引率が入るときも

あり、月に1回は寮の宿直、その他、学会出張もあります。こ

のような生活を支えてくれているのが両親です。私は佐世保出

身で、現在は実家の近くに住んでいます。高齢の両親は今でも

自営業をしながら、私達家族の夕食や子供達（小4の長女と小3

の長男）の面倒を見てくれています。 

 家庭では、夫（理学療法士）が私よりも先に帰宅し、子供と

一緒に食事を摂り入浴や寝かしつけをします。その間に私が帰

宅して、翌日の学校の準備や家事をします。夫は、台所に立た

ない以外は全ての家事を分担し、何よりも私の分まで子育てに

頑張ってくれています。 

 クラブ引率の有無に関わらず土曜日は出勤して、学生と一緒

に研究や平日できなかった仕事をします。本音は日曜日も仕事

をしたいところですが、さすがに平日できなかった家事や買い

物、家族と一緒に過ごすようにしています。しかし、日曜日は

体力的に疲れが出て、私は家で家事、夫が子供達を遊びに連れ 

 私が常に心掛けているのは「今の自分にできることを精一杯

頑張る」ことです。なぜなら後悔したくないからです。長男は

知的にも身体的にも障がいがあり、これまでに手術を3回、入

院を6回経験し、更に手術がもう1回残っています。長女の時と

同じように、出産後はすぐに仕事復帰しようと安易に考えてい

ましたが、現実はそんなことを言っている場合ではありません

でした。真面目に生きてきたつもりなのに…その時は後悔しか

ありませんでした。もうすぐ9歳になる長男は多くの試練を乗

り越え、現在は特別支援学校に元気に通っています。長男がい

てくれるお陰で長女は人に優しく、家族の絆も強くなりまし

た。また、長男を通して多くの出会いとサポートにも恵まれま

した。その一つに高専機構の研究支援員配置があり、私は

2012年12月～2014年3月にお世話になりました。その頃は、

長男が他県での手術入院だったので、夫と交代で仕事を休み付

き添い入院をしていました。研究支援員の方には、私が不在の

時に学生と一緒に研究やデータ整理をしたり、英語のアブスト

ラクトをチェックしてもらったり、時には子育てのアドバイス

をいただいたり、様々な面で助けられました。 

 私は、大好きな母校の佐世保高専で教員となり、多くの人に

支えられながら仕事を続けることができています。家族をはじ

め、私をサポートして下さる全ての方々に感謝し、後悔しない

ように、今の自分にできることを精一杯頑張っています。そし

て、私が受けた恩恵を、今度は私が女子学生（後輩）へ恩返し

をする番です！  

て行くことの方が多く、たまに私も一緒だと「今日はどうした

の？」と不思議がられる始末です（笑）。 

 そんな休日の楽しみは、好きなテレビを見ながらお酒を飲む

ことや、家族と一緒に温泉に行くことです。 

 

 

佐世保工業高等専門学校 電気電子工学科 准教授 

大島 多美子  

 
 佐世保在住。夫、長女（小４）、長男（小３）の４人暮らし。 

 近所に両親、市内に夫の両親が居住。 

（最終学歴） 熊本大学大学院自然科学研究科システム情報科学専攻 

                   博士後期課程修了 

（学位取得） 博士（工学）（熊本大学） 

（略  歴） 2003年 佐世保工業高等専門学校 電気工学科 助手 

       2004年 結婚 

       2005年 佐世保工業高等専門学校 電気電子工学科 講師 

       2006年 第１子（長女）出産（産休を１日短縮して復帰） 

       2008年 第２子（長男）出産（育休６ヶ月の予定を１年６ヶ月へ延長） 

       2010年 現職 
（2016年初詣） 

 ●仕事（研究）の内容、やりがい は？ 

 ●仕事と生活とのバランス、 

  家庭での役割、休みの過ごし方は？ 

 ●後輩へ一言アドバイス   

（体育祭での長縄跳び） 

「先生、人数の足りんけん、一緒に跳ぶよ！」と言われ、約２０年

ぶりに挑戦。担任は時には体を張ることもあります（汗）。 



 

独立行政法人国立高等専門学校機構 男女共同参画推進室 
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 男女共同参画意識啓発講演会 

 ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（特色型） 

 外部資金獲得支援研修（第1回） 

 平成28年12月14日（水）に女性教員等を対象として「外部資金獲

得支援研修」を実施しました。これは、ダイバーシティ研究環境実現

イニシアティブ（特色型）における女性教員の研究力向上の取組の一

つで研究力評価の規準の一つである外部資金獲得力向上を目指して開

催したものです。 

 この研修の第1回は豊橋技術科学大学の松田厚範教授に講師をお願

いして「研究資金取得能力アップのために」というテーマで行われ、

鈴鹿高専から全国のキャンパスに向けてGI-netシステムで配信しまし

た。 

 松田先生は、高専研究者にとってもっとも

身近な科学研究費を例として、学術システム

研究センターの組織・役割等の基本的な知識

から解説を始めてくださいました。さらに審

査システムや評定基準の概略に触れた後、科

学研究費を申請する者にとって最も関心のあ

る採択される計画書の書き方を指導されまし

た。 

 「可能な限り具体的記述で、誰が見てもわか

りやすいものを書く。図示する等も有効であ

る。説得力のある調書でなければ採択は難しい」と審査員の目を意識

した「調書を書く技術」について具体的に述べられました。 

 また、科学研究費以外の外部資金についても年齢制限のある財団系

の助成金は若手に有利である、企業との共同研究は可能性とともにリ

スクもある等、興味深いお話をいただきました。 

 「他機関の研究者と繋がってほしい。たとえば私と。研究以外のこ

とでもいい、大阪出身であるとか、剣道をやるとか」と人間関係を広

げる重要性について述べられ、「質問は個人的なことでもいいです

よ」とユーモアあふれる研修でした。 

■第2回目 

開催日 平成29年2月13日（月）15：00～17:00  

会 場 奈良高専（奈良高専からGI-net配信します） 

テーマ 文系分野における科学研究費補助金申請について（仮題） 

講 師 吉村あき子氏（奈良女子大学教授） 

■３回目 

開催日 平成２９年3月8日（水）15：00～16:30  

会 場 奈良高専（奈良高専からGI-net配信します。） 

テーマ 教育工学分野における科学研究費補助金申請について（仮題） 

講 師 西端律子氏（畿央大学教授） 

 ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（特色型）「外部資金獲得支援研修」（第2回・３回） 

 ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（特色型）における女性教員の研究力向上の取組の一つとして女性教員の研究力向上及び外部資

金の獲得力向上を目指し、第１回目に引き続き第２回及び第３回の「外部資金獲得支援研修」を下記のとおり開催します。今回の研修では、教

育工学分野や文系分野における外部資金獲得支援も視野にいれた研修内容としていますので、多くの方の参加をお待ちしています。 
 本研修に関する問合せ先：All KOSEN女性研究者支援オフィス（TEL 042-662-3172 担当：関コーディネーター） 

 平成28年11月22日（火）にダイバーシティ研究環境実現イニシア

ティブ（特色型）の一環として「男女共同参画意識啓発講演会」を開

催しました。これまでに実施した女性研究者交流会や高専フォーラム

におけるワークショップにおいて「男性にも当事者意識を持ってほし

い」「現場の直属上司にもっとイニシアティブをとってほしい」との

意見が多数寄せられており、今回は、各校の学科長、課長補佐、係長

等を主たる対象とした講演会を企画しました。 

 この講演会は、全国の高専教職員に聴講してもらうために高専機構

竹橋オフィスからGI-netシステムで各校に配信しました。 

 講演に先立ち、谷口功理事長より「女性研

究者が益々活躍する高専に」と題して講話を

いただきました。理事長からは、機構の現状

と課題、今後の方針に触れ、「制度や現状の

不備は克服していかねばならないが、高専教 

員にはその力とチャンスがある。特に女性教

員の積極的チャレンジに期待しており、心か 

らのエールを送りたい」とメッセージをいただきました。 

 続いて、国立研究開発法人科学技術振興機

構副理事・ダイバーシティ推進室長である渡

辺美代子氏から「これからのダイバーシティ

マネージメント～女性活躍で高専の魅力を世

界に伝える～」と題して講演をいただきまし 

た。渡辺先生は、2001年に応用物理学会員

を対象としたアンケートを基に問題点を具体

的に数値化して、男女共同参画における課題 

を整理されました。この成果は近年の男女共同参画社会実現のための

活動指針となっています。  

 渡辺先生は、最近の教育・研究における男女比について触れ、高校

までは進学者は男女ほぼ同数であるのに大学、大学院と次第に女性が

減少していくという女性比率の問題や高校生の研究発表は生物が主で

工学が皆無、大学では工学女子比率が低い、企業が求めるのは工学系

だが女子の専攻は生物系が多いという分野の問題、さらに女性は活躍

の場を国内に限定しない人が多いというグローバル化傾向についても

指摘されました。また、ジェンダーの新しい流れ（女性の問題ではな

く男女の問題）にも触れ、ジェンダー、分野統合、国際化等を総合的

に考え、計画し実行するのがダイバーシティ・マネージメントである

と述べられました。 

  

 最後に、今後の高専が取り組むべき方策の方向性として望ましいの

は、「高校での科学研究に影響を与え、工学以外の分野ともっと共働

していくことであろう。そして、高専の存在を知らしめてほしい。高

専は高い可能性を秘めているのに、その良さが一般に十分に認識され

ているとは言いがたい」と激励のことばをいただきました。 

 渡辺先生のご講演は、ダイバーシティの現在そして将来を考え、そ

の中での高専の役割を模索していく契機となり得るものとなりまし

た。 

当日の様子（八王子会場） 

 ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（特色型）について 

 高専機構は、女性研究者が生き生きと活躍できるよう、高専女性研究者の裾野拡大、研

究と育児・介護等の両立支援、研究力向上などの研究環境整備に資する多様な取組を展開

しています。本事業における取組については、遠慮なくAll KOSEN女性研究者支援オフィ

ス（E-mail：j-office@kosen-.go.jp TEL：042-662-3172 担当：関）までお問い合わ

せください。 


